
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　一　第一審判決添付第一目録記載の物件に関する部分につき、本件上告

を棄却する。

　　　　　二　第一審判決添付第二目録記載の物件に関する部分につき、

　　　　　　（一）上告人ならびに被上告人Ｂ１、同Ｂ２、同Ｂ３、同Ｂ４、同Ｂ

５および同Ｂ６の間において、原判決を破棄する。

　　　　　　（二）上告人および被上告人Ｂ７の間において、

　　　　　　　（１）上告人の共有持分確認を求める部分について、原判決を破棄

する。

　　　　　右部分につき被上告人Ｂ７の控訴を棄却する。

　　　　　　　（２）被上告人Ｂ７の共有持分確認を求める部分について、原判決

を破棄し、第一審判決を取り消す。

　　　　　右部分につき本件訴を却下する。

　　　　　三　訴訟の総費用はこれを一〇分し、その一を被上告人Ｂ７の負担とし、

その一を被上告人Ｂ１、同Ｂ２、同Ｂ３、同Ｂ４、同Ｂ５および同Ｂ６の平等負担

とし、その余を上告人の負担とする。

　　　　　　　　　理　　　　由

　上告代理人早川浜一の上告理由第一点ないし第四点について。

　原判決によれば、原審は、本訴中第一審判決添付第一目録記載の物件に関する部

分を通常の共同訴訟と解し、右部分についてなされた第一審判決に対しては被上告

人Ｂ７のみが控訴したのであるから、同被上告人を除くその余の被上告人らについ

てはこれを審判の対象としていなかつたのであるが、本訴中第一審判決添付第二目

録記載の物件に関する部分を必要的共同訴訟にあたるものと解した結果、被上告人

Ｂ７の控訴によりその余の被上告人ら全員につき控訴の効力を生じたものと判断し、
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右部分につき被上告人ら全員を控訴当事者として審理判決していることが明らかで

ある。従つて、原審が右第一目録記載の物件に関する部分についてまで被上告人Ｂ

７を除くその余の被上告人らを当事者として審理、判決した旨の論旨は、原判決を

正解しない独自の見解にすぎない。しかし、本訴中右第二目録記載の物件に関する

部分は、上告人が被上告人らに対し自己および被上告人ら各自の共有持分の確認を

求める趣旨のものと解せられるところ、共有者間に共有持分につき争のある場合に

おける共有持分確認訴訟は、自己の共有持分を争われた者がこれを争う者のみを相

手方として自己の共有持分のみの確認を訴求すれば足りるのであつて、他の共有者

に対してその者の共有持分の確認までも求める利益はこれを有しないものというべ

きであり、従つて、上告人としては被上告人らに対して被上告人ら各自の共有持分

の確認を求める訴を提起することは許されないのである。それ故、かかる訴訟が適

法であることを前提とし、さらに被上告人ら全員につき合一にのみ確定すべき場合

にあたると認めて、被上告人Ｂ７のみの控訴によりその余の被上告人ら全員につき

控訴の効力を生じたとして、右物件に関して右全員につき審理、判決した原審は、

共有持分確認訴訟ないしは必要的共同訴訟に関する法令の解釈適用を誤つたものと

いうべく、原判決はこの点において破棄を免れない。従つて、論旨は理由がある。

　同第五点について。

　相続放棄は家庭裁判所がその申述を受理することによりその効力を生ずるもので

あるが、その性質は私法上の財産法上の法律行為であるから、これにつき民法九五

条の規定の適用があることは当然であり（昭和二七年（オ）第七四三号・同三〇年

九月三〇日第二小法廷判決・裁判集民事一九号七三一頁参照）、従つて、これに反

する見解を主張する論旨は理由がなく、また、原審確定の事実関係に照らせば、被

上告人Ｂ７を除くその余の被上告人らの本件相続放棄に関する錯誤は単なる縁由に

関するものにすぎなかつた旨の原審の判断は、是認するに足りる。論旨は採用でき
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ない。

　よつて、原判決中、一、前記第一目録記載の物件に関する部分につき、本件上告

は理由がないからこれを棄却し、二、同第二目録記載の物件に関する部分中、（一）、

被上告人Ｂ７を除くその余の被上告人らに関する部分については、原審は右被上告

人らの控訴がないのにもかかわらず控訴したものとみなして判決しているのである

から、右部分につき原判決を破棄し、（二）、同じく被上告人Ｂ７に関する部分中、

（１）、上告人の共有持分確認を求める部分については、原審確定の事実関係に照

らせば、上告人が右物件につき二一分の一の共有持分を有することの確認を求める

上告人の請求は理由があり、これを認容した第一審判決は相当であるから、右部分

につき原判決を破棄して、被上告人Ｂ７の控訴を棄却し、（２）、被上告人Ｂ７の

共有持分確認を求める部分は、訴の利益なしとしてこれを却下すべきところ、第一

審はこれを認容し、原審は右第一審判決を取り消して請求棄却の判決をしているの

であるから、右部分につき原判決を破棄し、第一審判決を取り消して、訴を却下す

べく、民訴法四〇八条、三九六条、三八四条、三八六条、九六条、九五条、八九条、

九二条、九三条に従い、裁判官全員の一致で、主文のとおり判決する。
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